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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ３．第24期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、第24期第３四半期連結会計期

間、第25期第３四半期連結累計期間及び第24期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第25期第３四半期連結会

計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第24期 

第３四半期連結
累計期間 

第25期 
第３四半期連結

累計期間 

第24期 
第３四半期連結

会計期間 

第25期 
第３四半期連結 

会計期間 
第24期 

会計期間 

自平成21年 
１月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
１月１日 

至平成21年 
12月31日 

売上高（千円）  14,748,016  14,778,578  4,904,077  4,776,074  21,903,950

経常利益（千円）  51,885  15,259  11,640  13,242  176,037

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△） （千円） 
 △28,483  12,256  10,286  6,477  68,035

純資産額（千円） － －  1,601,748  1,677,103  1,724,156

総資産額（千円） － －  7,164,570  7,445,569  8,671,679

１株当たり純資産額（円） － －  29,407.14  30,790.61  31,654.48

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 △522.93  225.02  188.85  118.93  1,249.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －   －

自己資本比率（％） － －  22.4  22.5  19.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △57,288  456,846 － －  △804,937

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △274,903  147,393 － －  △146,167

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △222,001  19,235 － －  80,259

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,598,065  1,904,082  1,284,504

従業員数（人） － －  108  104  107
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。なお、当第３四半期連結会計期間において

事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 

注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は

（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．従業員数には、親会社である株式会社エフティコミュニケーションズからの出向受入18名を含んでおりま

す。  

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外

数で記載しております。 

   

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 104 ( ) 33

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 66 ( ) 15
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(1）生産実績 

 当社グループは生産を行っておりませんので、生産実績の記載を省略しております。 

(2）仕入実績 

当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当第３四半期連結会計期間において事業の種類別セグメントを変更したため、前年同四半期比較にあたって

は前第３四半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。なお、セグメント変更の内容

については、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりで

あります。 

  

(3）受注実績 

 当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載を省略しております。 

(4）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 
 前年同四半期比（％） 

マーキングサプライ事業（千円）  3,523,193  86.7

環境関連事業（千円）  561,963  235.3

その他の事業（千円）  370,465  103.6

合計（千円）  4,455,622  95.6

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 
前年同四半期比（％） 

マーキングサプライ事業（千円）  3,765,827  85.0

環境関連事業（千円）  525,567  2,297.1

その他の事業（千円）  484,678  107.3

合計（千円）  4,776,074  97.4

相手先 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日   

  至 平成21年９月30日）  

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日   

  至 平成22年９月30日）  

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

アスクル株式会社  594,653  12.1  551,584  11.5
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４．当第３四半期連結会計期間において事業の種類別セグメントを変更したため、前年同四半期比較にあたって

は前第３四半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。なお、セグメント変更の内容

については、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりで

あります。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

  

（1）業績の状況 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国や新興国の経済回復の牽引や政府による経済対策の効果

で一部回復の兆しが見られたものの、円高進行や株価低迷による景気の下振れ懸念など、先行き不透明な状況が続

いております。 

また、当社グループの主力事業が属するオフィス用品業界のマーキングサプライ品（プリンタ印字廻りの消耗

品）市場におきましては、オフィスを中心とした事務用消耗品の節約志向は根強く、価格にも敏感な傾向が続いて

おり、依然として厳しい環境にあります。 

このような状況のもと、当社グループは、主力商品であるマーキングサプライ品の販売による安定した収益の確

保に努めるとともに、新たに太陽光発電システムの販売を手掛けるなど環境関連の商品ラインナップを充実させる

ことにより販売強化を推進してまいりました。 

この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は4,776百万円（前年同期比2.6％減）、営業利益は28百万

円（前年同期比26.2％増）、経常利益は13百万円（前年同期比13.8％増）、四半期純利益は6百万円（前年同期比

37.0％減）となりました。  

  

事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。なお、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記

事項(セグメント情報)」に記載のとおり、当第３四半期連結会計期間において事業の種類別セグメントを変更した

ため、前年同四半期比較にあたっては前第３四半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

  

（マーキングサプライ事業） 

マーキングサプライ事業は、新商材の拡充による販売強化に努めてまいりましたが、主力商品であるトナーカー

トリッジの売上が消費需要抑制の影響により落ち込んだこと等により、売上は前年同期を下回りました。商品区分

別の売上高では、トナーカートリッジ2,159百万円、インクジェットカートリッジ1,157百万円、ＭＲＯ168百万円、

その他売上285百万円となりました。 

以上の結果、当事業における売上高は3,771百万円（前年同期比15.1％減）、営業利益は85百万円（前年同期比  

34.0％減）となりました。 

（環境関連事業） 

環境関連事業は、環境意識が高まりつつあるなか、ＬＥＤ照明の売上が前年同期を上回ったことに加え、新たに

販売を開始した太陽光発電システムの売上が順調に推移したことにより、売上高は急伸いたしました。  

以上の結果、当事業における売上高は525百万円（前年同期は売上高22百万円）、営業利益は5百万円（前年同期

は営業損失1百万円）となりました。 

（その他の事業） 

その他の事業は、ファニチャーの売上が好調に推移したこと等により、売上高は483百万円（前年同期比5.3％

増）、営業利益は11百万円（前年同期は営業損失18百万円）となりました。 

  

所在地別セグメントに関する記載については、全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％超である

ため省略しております。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の減少やたな卸

資産の増加等により資金を使用しましたが、売上債権の減少や定期預金の払戻等において資金を獲得した結果、前

四半期連結会計期間末に比べ352百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末は 百万円となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は 百万円（前年同期は174百万円の使用）となりました。これは主に、仕入債務の

減少額354百万円、たな卸資産の増加額26百万円があった一方で、売上債権の減少額482百万円があったこと等による

ものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果得られた資金は 百万円（前年同期比301.7％増）となりました。これは主に、定期預金の預入に

よる支出9百万円があった一方で、定期預金の払戻による収入199百万円があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は 百万円（前年同期比88.0％減）となりました。これは、長期借入金の返済による

支出50百万円、配当金の支払額22百万円があった一方で、短期借入金の純増額100百万円があったことによるもので

あります。  

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

1,904

111

215

27
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(1）主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。 

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

   該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  220,000

計  220,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  57,319  57,319
大阪証券取引所 

（ＪＡＳＤＡＱ市場）  

単元株制度を採

用していないた

め、単元株式数

はありません。 

計  57,319  57,319 －  － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  57,319  －  628,733  －  366,833

（６）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであり、それ以前はジ 

          ャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    2,851 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    54,468  54,468 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  57,319 － － 

総株主の議決権 －  54,468 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ハイブリッド・サービス

株式会社 

東京都中央区日本橋蛎殻町

二丁目13番６号 
 2,851  －  2,851  4.97

計 －  2,851  －  2,851  4.97

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

１月 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  18,000  18,400  29,060  25,800  24,800  22,500  20,970  20,440  19,390

最低（円）  16,500  17,000  17,500  22,000  20,000  19,610  18,400  18,680  18,100

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人に

よる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,943,892 1,299,329

受取手形及び売掛金 2,654,997 4,788,344

商品 2,061,706 1,530,696

その他 347,625 431,705

貸倒引当金 △20,090 △50,290

流動資産合計 6,988,130 7,999,785

固定資産   

有形固定資産 ※  13,997 ※  11,940

無形固定資産   

のれん 44,841 65,639

その他 9,321 11,753

無形固定資産合計 54,162 77,392

投資その他の資産   

投資有価証券 149,235 151,320

その他 311,218 503,704

貸倒引当金 △71,174 △72,464

投資その他の資産合計 389,278 582,560

固定資産合計 457,438 671,893

資産合計 7,445,569 8,671,679

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,944,309 3,231,743

短期借入金 2,000,000 1,800,000

1年内返済予定の長期借入金 160,400 160,800

未払法人税等 7,501 22,676

賞与引当金 23,842 4,406

その他 239,181 207,281

流動負債合計 4,375,235 5,426,907

固定負債   

長期借入金 1,348,600 1,478,900

退職給付引当金 33,830 31,515

その他 10,800 10,200

固定負債合計 1,393,230 1,520,615

負債合計 5,768,466 6,947,523
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 628,733 628,733

資本剰余金 366,833 366,833

利益剰余金 1,090,424 1,132,636

自己株式 △349,727 △349,727

株主資本合計 1,736,263 1,778,475

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,005 △4,023

繰延ヘッジ損益 △46,496 △45,404

為替換算調整勘定 △11,659 △4,890

評価・換算差額等合計 △59,160 △54,318

純資産合計 1,677,103 1,724,156

負債純資産合計 7,445,569 8,671,679
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 14,748,016 14,778,578

売上原価 13,469,034 13,506,012

売上総利益 1,278,981 1,272,566

販売費及び一般管理費 ※  1,200,616 ※  1,210,675

営業利益 78,365 61,891

営業外収益   

受取利息 3,348 2,061

受取配当金 519 324

仕入割引 － 2,649

受取手数料 2,848 －

その他 6,152 4,501

営業外収益合計 12,869 9,537

営業外費用   

支払利息 37,295 40,063

為替差損 － 14,510

その他 2,053 1,595

営業外費用合計 39,348 56,168

経常利益 51,885 15,259

特別利益   

固定資産売却益 2,510 －

投資有価証券売却益 671 －

貸倒引当金戻入額 500 29,696

特別利益合計 3,681 29,696

特別損失   

固定資産売却損 719 646

固定資産除却損 23 9

投資有価証券売却損 1,567 －

投資有価証券評価損 48,069 4,646

事務所移転費用 1,657 －

特別損失合計 52,036 5,302

税金等調整前四半期純利益 3,530 39,654

法人税、住民税及び事業税 10,122 13,305

法人税等調整額 21,891 14,091

法人税等合計 32,013 27,397

四半期純利益又は四半期純損失（△） △28,483 12,256
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 4,904,077 4,776,074

売上原価 4,485,730 4,346,485

売上総利益 418,346 429,588

販売費及び一般管理費 ※  395,739 ※  401,064

営業利益 22,607 28,523

営業外収益   

受取利息 1,067 863

受取配当金 219 103

仕入割引 680 －

受取手数料 669 1,007

損害賠償金 － 1,000

その他 649 1,565

営業外収益合計 3,287 4,538

営業外費用   

支払利息 12,305 12,942

為替差損 － 6,601

その他 1,949 275

営業外費用合計 14,254 19,819

経常利益 11,640 13,242

特別利益   

投資有価証券売却益 295 －

投資有価証券評価損戻入益 5,478 －

貸倒引当金戻入額 3,916 2,541

特別利益合計 9,690 2,541

特別損失   

投資有価証券売却損 288 －

投資有価証券評価損 － 233

固定資産売却損 － 144

特別損失合計 288 378

税金等調整前四半期純利益 21,042 15,405

法人税、住民税及び事業税 4,199 3,325

法人税等調整額 6,557 5,602

法人税等合計 10,756 8,927

四半期純利益 10,286 6,477
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,530 39,654

減価償却費 11,062 6,146

のれん償却額 17,969 20,797

貸倒引当金の増減額（△は減少） △58,587 △31,489

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,011 19,436

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,153 2,315

事務所移転費用引当金の増減額(△は減少) △19,000 －

受取利息及び受取配当金 △3,868 △2,385

支払利息 37,295 40,063

固定資産除却損 23 9

固定資産売却損益（△は益） △1,790 646

投資有価証券売却損益（△は益） 896 －

投資有価証券評価損益（△は益） 48,069 4,646

売上債権の増減額（△は増加） 1,072,187 2,131,937

たな卸資産の増減額（△は増加） △239,456 △541,609

仕入債務の増減額（△は減少） △955,453 △1,152,260

その他 26,137 △18,651

小計 △40,821 519,255

利息及び配当金の受取額 3,252 2,529

利息の支払額 △37,361 △39,496

法人税等の支払額 △7,572 △26,948

法人税等の還付額 25,213 1,506

営業活動によるキャッシュ・フロー △57,288 456,846

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △242,064 △27,500

定期預金の払戻による収入 35,640 202,096

有形固定資産の取得による支出 △1,103 △5,586

有形固定資産の売却による収入 51,059 25

無形固定資産の取得による支出 △42,429 －

投資有価証券の取得による支出 △150,200 －

投資有価証券の売却による収入 8,519 －

投資有価証券の償還による収入 11,564 －

その他 54,110 △21,641

投資活動によるキャッシュ・フロー △274,903 147,393

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 770,000 200,000

長期借入れによる収入 400,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,342,829 △130,700

配当金の支払額 △49,172 △50,064

財務活動によるキャッシュ・フロー △222,001 19,235

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,153 △3,897

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △552,040 619,577

現金及び現金同等物の期首残高 2,150,106 1,284,504

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,598,065 ※  1,904,082
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適

用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結

会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係）  

前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「仕入割引」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「仕入割引」は 千円であります。 

前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「受取手数料」は、営業外収益総額の

100分の20以下となったため、当第３四半期連結累計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示しております。な

お、当第３四半期連結累計期間における営業外収益の「受取手数料」は 千円であります。 

前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業

外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は 千円であります。 

2,313

1,066

866

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係）  

前第３四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「仕入割引」は、営業外収益総額の100

分の20以下となったため、当第３四半期連結会計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示しております。な

お、当第３四半期連結会計期間における営業外収益の「仕入割引」は 千円であります。 

前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業

外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は 千円であります。 

898

1,697
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【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。 

44,235 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。 

45,195

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

発送配達費 119,794千円 

給与手当  397,065  

地代家賃  136,615  

賞与引当金繰入額  21,935  

退職給付費用 11,330  

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

発送配達費 148,369千円 

給与手当  407,308  

地代家賃  115,269  

賞与引当金繰入額  23,842  

退職給付費用 11,390  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

発送配達費 40,973千円 

給与手当  136,803  

地代家賃  35,444  

賞与引当金繰入額  18,011  

退職給付費用 3,635  

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

発送配達費 45,091千円 

給与手当  136,558  

地代家賃  37,069  

賞与引当金繰入額  19,436  

退職給付費用 3,624  
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式         57,319株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式          2,851株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項 

  配当金支払額  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

（千円）

現金及び預金勘定 1,740,798

預入期間が３か月を超える定期預金 △142,732

現金及び現金同等物 1,598,065

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） 

（千円）

現金及び預金勘定 1,943,892

預入期間が３か月を超える定期預金 △39,810

現金及び現金同等物 1,904,082

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年２月12日 

取締役会 
普通株式 27,234 500 平成21年12月31日 平成22年３月31日 利益剰余金 

平成22年８月９日 

取締役会 
普通株式 27,234 500 平成22年６月30日 平成22年９月24日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品  

(1）マーキングサプライ事業 ： マーキングサプライ品（トナーカートリッジ、インクジェットカートリッジ

他）を中心としたＯＡサプライ品 

(2）その他の事業      ： ラベリング用品、工業用消耗部品、ＳＰ（セールスプロモーション）商品、

ファニチャー、ＬＥＤ照明、情報通信機器、設備工事 

３．会計方針の変更  

営業費用の配賦方法の変更 

営業費用の配賦方法について、従来、提出会社の管理部門等に係る費用はマーキングサプライ事業に配賦して

おりましたが、提出会社の新規事業を「その他の事業」に区分したことに伴い、当社グループの事業内容及び各

セグメントの損益情報をより一層明瞭に開示するため、第１四半期連結会計期間より、提出会社の管理部門等に

係る費用を配賦不能営業費用として「消去又は全社」に含めることに変更しております。 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品  

(1）マーキングサプライ事業 ： マーキングサプライ品（トナーカートリッジ、インクジェットカートリッジ

他）を中心としたＯＡサプライ品 

(2）環境関連事業            ：  ＬＥＤ照明、太陽光発電システム 

(3）その他の事業      ： ラベリング用品、工業用消耗部品、ＳＰ（セールスプロモーション）商品、

ファニチャー、情報通信機器、設備工事 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
マーキング 

サプライ事業 
（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高  4,429,505  474,572  4,904,077  －  4,904,077

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 10,371  7,422  17,793 ( ) 17,793  －

  計  4,439,876  481,994  4,921,871 ( ) 17,793  4,904,077

 
営業利益又は営業損失

（△） 
 129,494  △19,230  110,264 ( ) 87,656  22,607

  
マーキング 

サプライ事業 
（千円） 

環境関連 
事業 

（千円） 

その他の 
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高          

(1）外部顧客に対する売

上高 
 3,765,827  525,567  484,678  4,776,074  －  4,776,074

(2）

 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 5,277  －  △1,356  3,920 ( ) 3,920  －

  計  3,771,104  525,567  483,322  4,779,994 ( ) 3,920  4,776,074

 営業利益  85,437  5,194  11,549  102,181 ( ) 73,657  28,523
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３．事業区分の方法の変更 

事業区分の方法については、従来、「その他の事業」に含めておりました環境関連事業の売上高の金額が、当

第３四半期連結会計期間において全セグメントに占める割合の10％を超えたため、「その他の事業」から「環境

関連事業」に区分掲記しました。 

なお、前第３四半期連結会計期間の事業の種類別セグメント情報を当第３四半期連結会計期間の事業区分によ

り区分すると次のようになります。 

  

前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）  

   

前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年９月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品  

(1）マーキングサプライ事業 ： マーキングサプライ品（トナーカートリッジ、インクジェットカートリッジ

他）を中心としたＯＡサプライ品 

(2）その他の事業      ： ラベリング用品、工業用消耗部品、ＳＰ（セールスプロモーション）商品、

ファニチャー、ＬＥＤ照明、情報通信機器、設備工事 

３．会計方針の変更  

営業費用の配賦方法の変更 

営業費用の配賦方法について、従来、提出会社の管理部門等に係る費用はマーキングサプライ事業に配賦して

おりましたが、提出会社の新規事業を「その他の事業」に区分したことに伴い、当社グループの事業内容及び各

セグメントの損益情報をより一層明瞭に開示するため、第１四半期連結会計期間より、提出会社の管理部門等に

係る費用を配賦不能営業費用として「消去又は全社」に含めることに変更しております。 

 この変更により、従来の方法に比べて当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「マーキングサプライ事業」

が268,810千円増加、「消去又は全社」が268,810千円減少しております。 

  
マーキング 

サプライ事業 
（千円） 

環境関連 
事業 

（千円） 

その他の 
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高          

(1）外部顧客に対する売

上高 
 4,429,505  22,880  451,692  4,904,077  －  4,904,077

(2）

 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 10,371  －  7,422  17,793 ( ) 17,793  －

  計  4,439,876  22,880  459,114  4,921,871 ( ) 17,793  4,904,077

 
営業利益又は営業損

失（△） 
 129,494  △1,193  △18,036  110,264 ( ) 87,656  22,607

  
マーキング 

サプライ事業 
（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高  13,585,087  1,162,929  14,748,016  －  14,748,016

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 25,250  20,774  46,024 ( ) 46,024  －

  計  13,610,337  1,183,703  14,794,041 ( ) 46,024  14,748,016

 
営業利益又は営業損失

（△） 
 409,348  △62,852  346,496 ( ) 268,131  78,365
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当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年９月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品  

(1）マーキングサプライ事業 ： マーキングサプライ品（トナーカートリッジ、インクジェットカートリッジ

他）を中心としたＯＡサプライ品 

(2）その他の事業      ： ラベリング用品、工業用消耗部品、ＳＰ（セールスプロモーション）商品、

ファニチャー、ＬＥＤ照明、太陽光発電システム、情報通信機器、設備工事

  

前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年７月１日 至平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年

９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年９月30日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。  

  

前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年７月１日 至平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年

９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年９月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

   

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  
マーキング 

サプライ事業 
（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高  12,795,867  1,982,711  14,778,578  －  14,778,578

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 18,592  83,389  101,982 ( ) 101,982  －

  計  12,814,460  2,066,101  14,880,561 ( ) 101,982  14,778,578

 
営業利益又は営業損失

（△） 
 315,069  △12,424  302,645 ( ) 240,753  61,891

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（リース取引関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 30,790.61円 １株当たり純資産額 31,654.48円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 522.93円 １株当たり四半期純利益金額 225.02円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
    

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △28,483  12,256

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △28,483  12,256

期中平均株式数（株）  54,468  54,468

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  － 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 188.85円 １株当たり四半期純利益金額 118.93円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  10,286  6,477

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  10,286  6,477

期中平均株式数（株）  54,468  54,468

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  － 

21



該当事項はありません。 

  

（剰余金の配当） 

平成22年８月９日開催の取締役会において、平成22年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、剰余金の配当（中間）を行なうことを次のとおり決議しました。 

①配当財産の種類及び帳簿価額の総額  金銭による配当 総額 27,234千円 

②株主に対する配当財産の割当てに関する事項      １株当たり500円 

③当該剰余金の配当がその効力を生ずる日        平成22年９月24日 

  

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月12日

ハイブリッド・サービス株式会社 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 川野 佳範  印 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山本 公太  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイブリッド・

サービス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７

月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハイブリッド・サービス株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

ハイブリッド・サービス株式会社 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 杉田 純   印 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山本 公太  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイブリッド・

サービス株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７

月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハイブリッド・サービス株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 




